
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3月の税務と労務の手続期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵

便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降

に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

15 日 

○ 個人の青色申告承認申請書の提出＜新規適用の

もの＞［税務署］ 

○ 個人の道府県民税および市町村民税の申告［市

区町村］ 

○ 個人事業税の申告［税務署］ 

○ 個人事業所税の申告［都・市］ 

○ 贈与税の申告期限＜昨年度分＞［税務署］ 

○ 所得税の確定申告期限［税務署］ 

○ 確定申告税額の延納の届出書の提出［税務署］ 

○ 財産債務調書、国外財産調書の提出 

○ 総収入金額報告書の提出［税務署］ 

 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者で

ない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 個人事業者の消費税の確定申告期限［税務署］ 
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コロナ禍での花粉症との付き合い方について考えてみ

ましょう 

◆花粉症シーズン到来！ 

東京都内では、この２月６日、スギ花粉の飛散が始まりま

した。今年もいよいよ、花粉症のシーズンが始まります。 

日本気象協会によると、2020 年と比較して、2021 年春の花

粉飛散は多く、全国平均で 160％程度となると予想されてい

ます。ひどい症状に悩まされる方も多くなると考えられます。 

◆新型コロナウイルス感染症と花粉症 

特に現在、新型コロナウイルスの感染拡大の状況が続く中

にあっては、「花粉症かな？」という症状が出たら注意が必

要です。 

たとえば、咳や倦怠感、頭痛、鼻水、鼻づまりなどといっ

た症状が出た場合、それだけでは花粉症なのか、新型コロナ

ウイルス感染によるものなのか、判断ができません。また、

花粉症で目がかゆいなどというとき、新型コロナウイルスの

付着した手でさわってしまえば、それが感染の原因となるこ

ともあります。さらに、花粉症によるくしゃみや鼻水で感染

が拡大することも懸念されます。 

◆事業場でも例年以上の花粉症対策を！ 

これまでも、仕事の能率低下対策の一環として、事業場で

花粉症対策を行ってきた企業は多くありました。特に今年は、

症状がひどくなることが懸念されることからプレゼンティー

ズム対策、また新型コロナウイルス感染拡大防止対策として、

花粉症への対策が例年以上に求められます。 

 

勤続年数の長期化を見すえた人事制度を考えるために 

◆人生 100 年時代 

独立行政法人労働政策研究・研修機構が行った「人生 100 

年時代のキャリア形成と雇用管理の課題に関する調査」には、

勤続年数の長期化を見すえた対応を行う際に参考になるポイ

ントが掲載されています。 

 

◆管理職への昇進が見込めなくなった場合の処遇 

管理職への昇進が見込めなくなった正社員の処遇について

は、「昇進・昇格がないまま勤続」との割合が 77.9％と最も高

くなっています。次いで管理職相当の専門職として処遇する

（34.4％）、管理職相当の社員格付けとする（30.5％）と続い

ています。以上は中小企業での割合ですが、大企業でも同じ

ような傾向です。 

◆キャリア形成のための人事制度とその効果 

目標管理制度やキャリア面談等の人事制度について、39 歳

までの若年層では「メンター制度」が特に効果的なようです。 

高年齢層では全般的に制度導入効果が低いようで、特に自

己申告制度などは若年層と比べて効果が薄いか逆効果になる

場合（60 歳以上）もあるようですが、「社会貢献参加」の制度

については効果がありそうです。 

ボランティアなどの「社会貢献参加」活動の人材育成効果

は、社会の価値観に触れる機会（69.5％）、社外ネットワーク

の拡大（48.6％）、新しい視点の獲得（37.0％）などが多くな

っています。大企業も中小企業も同様の傾向です。 

◆兼業・副業の取扱い 

中小企業の 44.0％が、就業規則で兼業・副業を禁止してい

ます。一方で、「規定がない」との回答が 32.3％となっていま

す。いざというときに慌てないように自社の方針を検討して

おきましょう。 

 


